　　　　　　　　請　　　　　願　　　　　書
２０１８年　９月２６日
津島税務署長  殿
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

１．税制に関して

1 国民主権・納税者が主人公という日本国憲法の理念を守り、それに逆行し国民の権利を「公益」の名により規制するような憲法改悪の動きをやめること。
2 大企業・大資産家に対する減税を見直して応分の負担を求めるとともに、景気を冷え込ませる消費税の増税を中止すること。取引の混乱をまねく複数税率・インボイス方式の導入はやめること。
3 権力的徴税から納税者の権利を守るために、納税者権利憲章を制定すること。
２．税務調査に関して

4 税務調査の事前通知は法律通り税務署長が行うこと。納税者が理解できるように文書で行うこと。調査理由をていねいに説明すること。

5 病気や営業上の困難な事情を抱えている納税者に対しては、速やかに調査を中止すること。
6 税務署員は、平成８年９月１９日に出された浅野事件の判決の内容を研修すること。

7 税務調査にあたっては、納税者本人が要求する立会人を尊重すること。
8 納税者の都合を無視した調査日程の強要や反面調査の強行・安易な推計課税に頼らず、納税者の提示する帳簿書類を真に尊重し、確認する努力をすること。
9 事業の実態を無視した二重課税である消費税の仕入税額控除の否認を行なわないこと。
10 調査結果を納税者に具体的に説明し、それに対する納税者の主張に十分耳を傾けること。

11 収支内訳書（所得税）・法人事業概況説明書（法人税）の督促その他提出強要をしないこと。
12 申告書や申請書への「マイナンバー」記入を強制することなく、未記入でも受付し、あとでお尋ねや督促等を行わないこと。従業員の「マイナンバー」不提出や税務申告等提出書類における「マイナンバー」不記載をもって従業員・事業所とも不利益な扱いをしないこと。

３．税金が払えない納税者に対して
13 「払いたくても払えない」という納税者には「納税の猶予」や「換価の猶予」「滞納処分の執行停止」など納税緩和措置を広く納税者に広報し、申請を勧めること。
14 納税の猶予の要件である「事業につき著しい損失を受けたこと」の解釈を具体的に示すとともに、零細の個人事業主にも当てはまるように改めること。
15 猶予制度の審査にあたっては税務署所定の「財産収支状況書」による審査を基本とし、追加の資料請求を行わないこと。出来る限り速やかに許可を行うこと。
16 納税者の納付困難な営業実態を的確に把握する努力を行い、早期解決をあせって不可能な多額の分納を強制しないこと。先日付小切手や手形の提出強要を絶対にしないこと。納税者から先日付小切手や手形の返還要請がされた場合には無条件で返還すること。
17 急速な経営悪化などにより計画通り分納できないと納税者から申出があったときは、実情にあった分納に組みかえるなど柔軟な対応を行なうこと。
18 いのちと営業に関わる売掛金や生命保険などの一方的な差押えをしないこと。

19 生活困難な納税者に対して国税徴収法第153条１項２号を積極的に適用し、平成１２年６月30日付事務指針に基づいて滞納処分の執行停止を行うこと。　　　　　 　　　　　　　　　　以上
